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学位論文内容の要旨
我が国ではバブル崩壊以降,人口減少及び少子高齢化,産業構造の変化などに起因して全国的な低 ･未利
用地の増加が深刻化している｡そのため,国土交通省は,2005年に国土審議会土地政策分科会企画部会の下
に ｢低 ･未利用地対策検討小委員会｣を設置するなど低 ･未利用地の有効活用に向けた取り組みを実施して
きた｡
このような中,高度経済成長期以前から日本経済の中核を担っている産業集積地では,産業構造の変化など
による低 ･未利用地の増加が問題視されている｡これら産業集積地の多くは中長期的にみると衰退傾向にあ
るため,今後さらに低 ･未利用地化問題が深刻になる可能性は高い｡そのため,土地を有効に利用するため
の予防的対策を早急に展開すべきと考えられる｡しかし,産業集積地を対象とした土地の有効利用に関する
研究や政策展開は対応が十分といい難い｡そこで,本研究では,代表的な産業集積地のひとつである ｢流通
拠点｣を対象として土地の有効利用に関する検討を行う｡
本研究で取り上げる流通拠点(卸商業団地及び流通業務市街地)は,近年,流通形態の変化などに伴う内部の
衰退から低 ･未利用地の発生が深刻化している｡そのため,再生 ･活性化に向けて土地を有効利用するため
の方策が求められ,その提案にあたっては都市計画からのアプローチが必要となる｡しかし,これまでに,
都市計画の視点に基づく流通拠点の調査 ･研究は殆ど実施されておらず,流通拠点はその立地や周辺環境も
十分に把握されていない｡以上を踏まえて本研究では,都市における流通拠点の再生 ･活性化に向けて都市
計画の視点から土地の有効利用に関する方策を検討する｡
第 1に,流通拠点の全体像を都市計画の視点から明確にするため,流通拠点の都市環境特性(周辺環境)につ
いて実態を全国レベルで把握する｡
第2に,土地の有効利用に係わる現法制度の課題とその改善策に関する提案として,｢流通業務市街地の整
備に関する法律｣などにより土地利用が規制されている流通業務市街地について,規制緩和を実施するため
の法的アプローチを整理 ･検討する｡具体的には,1)流通業務市街地の土地利用規制緩和についてその必要
性や有効性を全国レベルで明らかにするとともに,規制緩和実施上の問題点と対策の必要性を検討する｡2)
土地利用規制を緩和するための具体的な手法を把握して,今後,自治体などが土地利用規制緩和の実施に向
けて許可や手法を検討する際に基礎資料となり得る情報を示すとともに,現行の土地利用規制緩和に生じて
いる課題を考察して改善策に言及する｡
第 3に,新たな店舗集積形成による低 ･未利用地活用策に関する提案として,用途拡大により卸売業以外
の新たな店舗集積が形成された岡山市問屋町の卸商業団地を事例に,その実態を店舗出店者と来訪者の視点
から明らかにする｡具体的には,1)新たな店舗集積が形成されたプロセスとその要因を分析し,さらに,2)
来訪者の属性や特性を明らかにしたうえで,来訪者の行動と意識からみた新たな店舗集積の実態を分析する｡
論文幸査結果の要旨
本論文は,都市における代表的な産業集積地のひとつである｢流通拠点｣を対象として,その再生･活
性化に向けた土地の有効利用策を都市計画の視点から検討したものである｡
論文の中では,まず,我が国における流通拠点の実態(全体像)を都市計画の視点から把握し,そのう
えで,流通拠点における土地の有効利用に係わる現法制度の課題を明らかにするとともに,その改善策
を提案した｡次に,岡山市問屋町に立地する卸センターを対象として,新たな店舗集積形成による流通
拠点の機能転換と活性化の状況を実証的に分析するとともに,都市内流通拠点における低 ･未利用地の
有効利用策を示した｡
研究成果として,流通拠点の再生･活性化に向けては,従来のあり方に捉われることなく,経済社会
情勢や産業構造の変化に対応して,機能の｢拡大｣や｢転換｣を図っていくべきであること,その際に,疏
市法のような全国レベルで適応されている土地利用規制については,自治体レベルで規制をコントロー
ルできる仕組みを構築するなど,各流通拠点の実情にきめ細かく対応できる法制度へと改善を図ること
が必要であるとの知見を得たOさらに,新たな機能については,再開発などゼロベースから施設を整備
する｢ビルド型事業｣でなくても,既存ストック群を生かした｢ストック型事業｣によって導入することち
可能であり,ストック型事業によって店舗集積を形成する場合には,店舗出店地としての特長を流通拠
点としての特徴から見出す必要があることなどを示した｡
以上の内容は,独創的な着想と分析手法に基づいて,都市内流通拠点の現状と都市計画上の課題を詳
細に分析するとともに,今後の流通拠点における機能活性化や土地の有効利用策に対して有用な知見を
提供したものであり,博士学位に値する内容と判断する｡
